
様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 地域生活支援拠点等の運営実態の検証と効果的な機能の評価指標の開発 

事 業 目 的 

本調査研究は、前述の背景を踏まえ、次の２点を目的として実施した。 

①拠点等が未整備の市町村の状況を把握するとともに、整備済みの市町村

における拠点等として備えるべき機能の具体的な整備状況について把握

すること。 

②拠点等の機能の充実を推進するため、市町村が拠点等の運営実態の検証

等を行うに当たって参考となる客観的な評価指標や評価プロセスについ

て、標準的で分かりやすい手引きを作成すること。 

※本調査研究では「地域生活支援拠点等の機能充実に向けた運用状況の検

証及び検討の手引き」（以下「手引き」という）を作成することとし、一

定の効力を有する形での発出・周知は厚生労働省通知等の形で行われるこ

とを想定している。 

事 業 概 要 

①地域生活支援拠点等の整備・運営状況調査 

・拠点等が未整備の市町村の状況を把握するとともに、整備済みの市町村

における拠点等として備えるべき機能の具体的な整備状況について把握

するため、全国1,741市町村（特別区を含む）を対象にアンケート調査を

実施した。 

②地域生活支援拠点等の機能充実に向けた運用状況の検証及び検討の手引

き（以下「手引き」という）の作成 

・拠点等の機能の充実を推進するため、市町村が拠点等の運営実態の検証

等を行うに当たって参考となる「手引き」を作成した。 

・「手引き」には、地域生活支援拠点等の機能充実に向けた「運用状況の

検証・検討のプロセス」や、備えるべき機能の評価指標に係る「チェッ

クリスト」、各地域の「地域生活支援拠点等の取組事例」を掲載してい

る。 

③検討委員会の設置 

・上記①の調査設計ならびに上記②の「手引き」の構成・執筆内容の検討

に当たっては、専門的・現場的知見からの幅広い議論を行うため、地域生

活支援拠点等の行政担当職員や実践者、学識経験者による検討委員会を設

置し、各委員からの意見・コメント等を踏まえて実施した。 



事業実施結果 

及び効果 

・本事業で検討・作成した「手引き」については、各市町村において、市

町村の地域生活支援拠点等の担当者や地域生活支援拠点等に位置付けら

れている機関のコーディネーターや管理者等にも情報共有いただき、障

害福祉計画に基づく地域生活支援拠点等の運用状況の検証・検討する際

に積極的にご活用いただくこと想定している。 

・各自治体が「手引き」とそれに付属する様式（総括表、チェックリスト）

を活用して各機能及び運営状況の評価、障害福祉計画と連動した評価を

実施することにより、拠点等の機能の強化・充実の更なる推進が期待さ

れる。 

事 業 主 体 

郵便番号：１０１－８４４３ 

所 在 地：東京都千代田区神田錦町 2-3 

法 人 名：みずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社 

電話番号/E-MAIL：03-5251-5275/daisuke.yamada@mizuho-ir.co.jp 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 

  


